
　介護保険制度は、加齢による病気などで介護や日常生活の支援が必要になった方が、必要に応じてさまざまな介護サー
ビスを利用できる制度です。
　保険者は市で、被保険者は65歳以上の方全員と40歳以上65歳未満の医療保険加入者です。

介護保険課　TEL 224-5817

被保険者となる方 �次のいずれかに該当する方が、川越市の介護保険の被保険者（加入者）となります。
❶市内に住所を有する65歳以上の方（第1号被保険者）
❷�市内に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者（第2号被保険者）

介護保険の被保険者証
❶第1号被保険者：65歳になったとき介護保険課から郵送します。�
❷�第2号被保険者：40～64歳の方が、特定疾病を原因として要介護認定を受けたときに、結果通知に合わせて交付します。
＊特定疾病：がん、脳血管疾患など16種類の病気

資格

介護保険
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介護保険課　TEL 224-5817

介護保険料の納め方
　第1号被保険者の保険料は、原則と
して、老齢退職年金・遺族年金・障害年
金からの差し引きにより納めます（特
別徴収）。ただし、年度途中で65歳に
なった方や転入された方、年金を受給
していない方や年金額が年額18万円
未満の方などは、市から送付される納
付書により金融機関などで納めます
（普通徴収）。

第1号被保険者の介護保険料
　第1号被保険者の介護保険料は、本
人および世帯の前年の所得の状況な
どによって11段階（下の表）に区分さ
れ、それぞれの段階ごとに市が保険料
の額を定めます。
　保険料の額は年額で定められます
が、年度の途中で資格を取得または喪
失した場合は、資格を有していた月数
に応じて計算されます。

介護保険料の減免
　第1号被保険者の保険料について、
災害による損害や病気などによる収
入減少が著しいとき、または生活保護
に準じるような生活状況のときには、
申請による保険料減免制度がありま
す。

第2号被保険者の保険料
　第2号被保険者の保険料は、加入す
る医療保険の保険料に上乗せし、医療
保険料の一部として医療保険者へ納
めます。保険料の計算方法や金額は、
加入している医療保険によって異な
ります。

第1号被保険者の介護保険料（令和3年度～）

所得段階 対象となる方 基準額に
対する割合

保険料
（年額）

第1段階 �生活保護受給者、世帯全員住民税非課税で老齢福祉年金受給者
�世帯全員住民税非課税で前年課税年金収入額+合計所得金額が80万円以下の方 0.30 18,972円

第2段階 世帯全員住民税非課税で前年課税年金収入額+合計所得金額が80万円を超え120万円以下の方 0.50 31,620円

第3段階 世帯全員住民税非課税で前年課税年金収入額+合計所得金額が120万円を超える方 0.70 44,268円

第4段階 課税世帯かつ、本人住民税非課税で前年課税年金収入額+合計所得金額が80万円以下の方 0.90 56,916円

第5段階 課税世帯かつ、本人住民税非課税で前年課税年金収入額+合計所得金額が80万円を超える方 基準額 63,240円

第6段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が125万円未満の方 1.10 69,564円

第7段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が125万円以上190万円未満の方 1.25 79,050円

第8段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が190万円以上400万円未満の方 1.50 94,860円

第9段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が400万円以上700万円未満の方 1.65 104,346円

第10段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が700万円以上1,000万円未満の方 1.80 113,832円

第11段階 本人住民税課税で前年合計所得金額が1,000万円以上の方 2.00 126,480円

＊保険料賦課額は、年額保険料の100円未満を切り捨てた額となります。

介護保険料
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介護保険課　TEL 224-6405
　介護保険のサービスを利用するた
めには、介護や支援が必要な状態であ
ると認定されることが必要です。認
定申請は、介護保険課（本庁舎3階）で
行ってください。
　また、居宅介護支援事業者（ケアプ
ラン作成事業者）・地域包括支援セン
ター・介護保険施設などに申請を依頼
すること（代行申請）もできます。認定
申請をすると、原則として30日以内
に結果が通知されます。
　なお、転入された方が前住所地で要
介護認定を受けていた場合、転入日か
ら14日以内に介護保険課で転入継続
手続きを行うと、前住所地での要介護
度を引き継ぐことができます。

介護保険課　TEL 224-6402
介護保険のサービスは、認定申請を

して「要支援1・2」または「要介護1～5」
と認定された方が利用できます。また、
要介護度に応じて、利用できるサービ
スの種類や量が決められています。

居宅サービス（介護予防サービス）
�訪問介護
�訪問入浴介護（介護予防訪問入浴介
護）
�訪問看護（介護予防訪問看護）
�訪問リハビリテーション（介護予防
訪問リハビリテーション）

�認知症対応型通所介護（介護予防認
知症対応型通所介護）
�小規模多機能型居宅介護（介護予防
小規模多機能型居宅介護）
�認知症対応型共同生活介護（介護予
防認知症対応型共同生活介護）
�夜間対応型訪問介護
�地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
�定期巡回・随時対応型訪問介護看護
�看護小規模多機能型居宅介護
�地域密着型通所介護

地域密着型サービス
（地域密着型介護予防サービス）

施設サービス
　原則「要介護3～5」と認定された方
のみ利用可。
�介護老人福祉施設（特別養護老人
ホーム）

　「要介護1～5」と認定された方のみ
利用可。
�介護老人保健施設
�介護療養型医療施設
�介護医療院

その他のサービス
❶福祉用具購入費の支給
　腰掛け便座・自動排泄処理装置の交
換可能部品・入浴補助用具・簡易浴槽・
移動用リフトのつり具の部分・排泄予
測支援機器の、6種類が対象です。
❷住宅改修費の支給
　手すりの取り付け・段差の解消・滑
りの防止および移動の円滑化などの
ための床または通路面の材料の変更・
引き戸などへの扉の取り替え・洋式便
器などへの便器の取り替えおよび、こ
れらの住宅改修に付帯して必要とな
る住宅改修が対象です。

�居宅療養管理指導（介護予防居宅療
養管理指導）
�通所介護
�通所リハビリテーション（介護予防
通所リハビリテーション）
�短期入所生活介護（介護予防短期入
所生活介護）
�短期入所療養介護（介護予防短期入
所療養介護）
�特定施設入居者生活介護（介護予防
特定施設入居者生活介護）
福祉用具貸与（介護予防福祉用具貸与）

認定

介護保険サービスの内容
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　介護保険のサービスを受けたときは、保険対象サービス費用の7割から9割が保険から給付され、残りの1割から3割を利
用者が負担します。また、施設に入所した場合、居住費および食費などは利用者の自己負担になります。
　利用者負担に対して、次のような軽減制度があります。

 高額介護（介護予防）サービス費支給制度
　介護保険のサービスの1割から3割の利用者負担額が一定の金額を超えた場合、その超えた分を高額介護（介護予防）
サービス費として支給します。同一世帯に複数の利用者がいるときは、その利用者負担額を合算した額で算定します。該当
する方には申請書を送付しますので、振込先など必要事項をご記入の上、提出してください。

自己負担の限度額（月額）

区分 限度額

年収約1,160万円以上の方 140,100円（世帯）

年収約770万円以上1,160万円未満の方 � 93,000円（世帯）

年収約383万円以上770万円未満の方 � 44,400円（世帯）

上記以外の住民税課税世帯の方 � 44,400円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 � 24,600円（個人）

�老齢福祉年金受給者の方
�前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の方等

� 24,600円（世帯）
� 15,000円（個人）

生活保護受給者の方等 � 15,000円（個人）

 介護サービス等利用者負担軽減
　低所得者の介護保険サービスの利用者負担額について、川越市独自の軽減制度を実施しています。
　市に登録申請書を提出して制度に登録後、支給申請書に必要な書類を添付して提出してください。

利用者負担段階 支給割合

世帯全員が市区町村民税非課税で、かつ老齢福祉年金受給者 利用者負担額の2分の1の額を支給

世帯全員が市区町村民税非課税で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が
80万円以下の方 利用者負担額の2分の1の額を支給

世帯全員が市区町村民税非課税で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が
80万円を超える方 利用者負担額の4分の1の額を支給

 居住費・食費の自己負担限度額（一日あたり）

利用者
負担段階 所得の状況＊1 預貯金等の

資産＊2の状況

居住費（滞在費）
食費

従来型個室 多床室 ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室

1
生活保護受給者の方等 単身：1000万円以下

夫婦：2000万円以下
� �490円

（320円） � � 0円 � �820円 � �490円 � �300円
世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

老齢福祉年金受給者の方

2 前年の合計所得金額＋年金
収入額が80万円以下の方

単身：650万円以下
夫婦：1,650万円以下

� �490円
（420円） 370円 � �820円 � �490円 � �390円

［� �600円］

3
前年の合計所得金額＋年金
収入額が80万円超120万円
以下の方

単身：550万円以下
夫婦：1,550万円以下

1,310円
（820円） 370円 1,310円 1,310円 � �650円

［1,000円］

4 前年の合計所得金額＋年金
収入額が120万円超の方

単身：500万円以下
夫婦：1,500万円以下

1,310円
（820円） 370円 1,310円 1,310円 1,360円

［1,300円］

（　　）内の金額は、介護老人福祉施設に入所した場合または短期入所生活介護を利用した場合の額です。
［　　］内の金額は、短期入所生活介護または短期入所療養介護を利用した場合の額です。
＊1　�住民票上世帯が異なる（世帯分離している）配偶者（婚姻届を提出していない事実婚も含む。DV防止法における配偶者からの暴力を受けた

場合や行方不明の場合等は対象外）の所得も判断材料とします。
＊2　 預貯金等に含まれるもの 資産性があり、換金性が高く、価格評価が容易なもの。
不正があった場合には、ペナルティ（加算金）を設けます。

介護保険課　TEL 224-6402利用者負担の軽減制度
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　地域支援事業は、介護保険の被保険者が要介護状態・要支援状態になることを予防するとともに、要介護状態となった場
合でも、可能な限り地域で自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的として、市町村が行うものです。

介護保険課　　　　　TEL 224-6402
地域包括ケア推進課　TEL 224-6087
　総合事業は、高齢者の介護予防と自
立した日常生活の支援を目的とした
事業です。

 介護予防・生活支援サービス事業
対象

　要支援認定を受けた方または基本
チェックリストにより生活機能の低
下がみられる方
�訪問型サービス（介護予防訪問介護
相当）
�通所型サービス（介護予防通所介護
相当）
�いきいき栄養訪問（管理栄養士等が
自宅に訪問して、栄養・口腔ケアを
もとにアドバイスを行う）
�ときも運動教室（体力に自信がなく
なり、長く歩くことが大変になった
方などを対象に、3か月間集中して
筋力アップなどの運動を行う）

　「介護予防」とは、元気な高齢者が、
なるべく要介護状態にならないよう
に、そして介護が必要な方もそれ以上
悪化しないようにするための取り組
みのことです。

 介護予防サポーター養成講座
　地域で定期的に集い、いもっこ体操
を行う自主グループ活動などの実践
の中心になって活動するボランティ
アの養成を行います。

 いもっこ体操教室
　全6回で、介護予防に関する講義や
いもっこ体操（市が推奨する介護予防
の体操）、体力測定を行います。教室終
了後は介護予防サポーターが中心と
なり自主グループを作り、定期的に集
まりいもっこ体操を継続できるよう
に活動しています。

 認知症予防教室
　認知症予防に効果的な運動等の講
義や実技を行います。

地域包括ケア推進課　TEL 224-6087
地域包括ケア推進課　TEL 224-6087

 認知症サポーター養成講座
　認知症に対する理解を深められる
よう、約90分間の講座を開催していま
す。受講者には、サポーターの印であ
る「オレンジリング」をお渡しします。

 家族介護教室
　医療、介護の専門職による介護に関
する講義と、介護している方の交流や
意見交換を行う場として、開催してい
ます。

 家族介護交流会
　家族介護者同士の交流が継続的に
行われ、悩み等を話し合い、安心して
介護が継続できるよう交流の場とし
て開催しています。

 オレンジカフェ
　認知症の方やその家族、地域住民、
介護等の仕事をしている方など、誰も
が気軽に集える場です。参加料金は
100円程度。

 介護マークの配布
　介護する方が、介護中であることを
周囲にさりげなく理解してもらうため
に、「介護マーク」を無料で配布します。

認知症の方や家族の支援
の取り組み

総合事業 一般介護予防事業

地域支援事業
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徘徊高齢者家族支援サービス
　徘徊探知システムの利用に係る経
費の一部を補助します。

対象
　市内に住所があり、外出時に道に迷
うおそれがある65歳以上の在宅の高
齢者を介護している家族

お帰り安心ステッカー
　認知症の方が外出時に道に迷うな
どにより行方不明となった場合に、早
期発見、事故の未然防止のため、靴な
どに貼ることができるステッカーを
配布します。

対象
　市内に住所があり、外出時に道に迷
うおそれがある65歳以上の在宅の高
齢者を介護している家族

認知症相談会
　認知症に関しての受診の方法や対
応方法などについて、専門医等が相談
に応じます（月1回・要予約）。
福祉相談センター　TEL 293-4220

　地域で暮らす高齢者を介護・福祉・
保健・医療などのさまざまな面から総
合的に支える機関です。主任ケアマネ
ジャー、社会福祉士、保健師などが、必
要な機関と協力、調整して高齢者を支
援します。
　9か所の地域包括支援センターと2
か所の地域包括支援センター分室を
設置しています。

　主な業務内容は下記のとおりです。
�総合相談・支援
�権利擁護、虐待の早期発見・防止
�介護予防の支援
�地域のケアマネジャーなどの支援
地域包括支援センター
　きた� TEL 299-6760
　中央ひがし� TEL 227-7878
　中央にし� TEL 229-5332
　ひがし分室� TEL 298-7807
　ひがし� TEL 235-7731
　たかしな� TEL 291-6003
　みなみ� TEL 241-3676
　だいとう� TEL 249-7766
　かすみ� TEL 234-8181
　にし� TEL 239-0003
　にし分室� TEL 299-6161

　高齢者が、住み慣れた地域で安心し
て在宅で療養できるよう、市のホーム
ページで、市内の在宅医療を提供する
医療機関や介護サービス事業所など
を、さまざまな方法で検索することが
できます。
　市ホームページのトップページの
「注目キーワード」の「在宅医療・介護
事業者情報検索システム」から、下記
システムをご活用頂けます。
URL：�https://carepro-

navi.jp/kawagoe

　検索できる主な内容は、以下のとお
りです。
�在宅医療を提供する病院・診療所、
歯科診療所、薬局
�相談窓口（介護についての困りごと
や聞きたいことが相談できる窓口）
�介護サービス事業所（ケアマネ
ジャーや介護施設など）
�ケアマネジャーやショートステイ
の空き情報
�地域で行われている高齢者向けの
活動

川越市在宅医療・介護事
業者情報検索システム

地域包括支援センター
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